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2006年12月期中間期連結業績の概要20062006年年1212月期中間期連結業績の月期中間期連結業績の概要概要

05/12中間 06/12中間

経常利益

05/12中間 06/12中間

当期純利益

05/12中間 06/12中間

売上高

148

67

△ 170 △ 113

8,627

9,687

(単位：百万円）
(単位：百万円）

連結

（百万円） 百分比 百分比 ％

売上高 8,627 100.0% 9,687 100.0% 1,060 12.3%

売上総利益 1,360 15.8% 1,458 15.1% 98 7.2%

販管費 1,214 14.1% 1,629 16.8% 414 34.1%

営業利益 145 1.7% △ 171 -1.8% △ 316 -

経常利益 148 1.7% △ 170 -1.8% △ 319 -

当期純利益 67 0.8% △ 113 -1.2% △ 180 -

2005年12月期
中間期実績 増減

2006年12月期
中間期実績
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負債・資本
（百万円）

2005年12月期
中間期

2006年12月期
中間半期 増減

流動負債 1,798 2,759 961

固定負債 11 666 655

負債合計 1,809 3,426 1,616

少数株主持分 0 4 4

資本金 460 460 0

資本剰余金 571 571 0

利益剰余金 844 660 △ 184

資本合計 1,876 1,695 △ 181

資産
（百万円）

2005年12月期
中間期

2006年12月
中間半期 増減

流動資産 3,169 3,313 144

固定資産 516 1,804 1,288

有形固定資産合計 78 868 789

無形固定資産 59 466 406

投資その他の資産合計 378 470 91

資産合計 3,686 5,121 1,435

連結貸借対照表の状況連結貸借対照表の状況連結貸借対照表の状況

ＴＶＣＭ制作（前期下期） 、寮の建設等による増加※１

投資有価証券の取得による増加※３

固定資産の取得等に伴う借入金の増加※４

※２ 給与システム等の制作による増加

※４

※１

※２

※３

（百万円）

2005年12月期
中間期

2006年12月期
中間期 増減

総資産
3,686 5,121 1,435

現預金
1,135 650 △ 484

有利子負債合計
0 1,163 1,163

株主資本
1,876 1,695 △ 181
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（百万円）
2006年12月期
中間期実績

税金等調整前の純損失 △ 133

減価償却費 115

売上債権の増加 △ 206

仕入債務の増加 72

その他 86

営業活動によるキャッシュフロー △ 66

△ 410

借入金の増加 820

配当金の支払額 △ 37

財務活動によるキャッシュフロー 693

629

投資活動によるキャッシュフロー

現金及び現金同等物の決算期末残高

連結キャッシュ・フローの状況連結キャッシュ・フローの状況連結キャッシュ・フローの状況

固定資産取得による減少※１

資産取得に伴う借入金の　
増加

※２

※１

※２



事業環境に対応したグループ戦略事業環境に対応したグループ戦略
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（株）アウトソーシングの事業領域（株）アウトソーシングの事業領域

派遣型生産アウトソーシングで業種分散展開による安定成長
低リスク/低リターン

中期的グループ戦略中期的グループ戦略

リ
ス
ク
を
と
っ
て

高
リ
タ
ー
ン
を
得
る

リ
ス
ク
を
と
っ
て

高
リ
タ
ー
ン
を
得
る

必
要
な
技
術
力

必
要
な
技
術
力

準備中

　　

自動車分野に
特化した
技術力のある
子会社

医薬分野に
特化した
技術力のある
子会社

XX分野に
特化した
技術力のある
子会社

YY分野に
特化した
技術力のある
子会社

ボラティリティ・リスクの低減(業種分散により取引先業種の景況に左右され難い）ボラティリティ・リスクの低減(業種分散により取引先業種の景況に左右され難い）

準備中

中期的グループ戦略に基づき、技術力を持った戦略的子会社への投資を実施。



下期グループ戦略について下期グループ戦略について
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将来の事業形態 追加事業 必要な資格・スキル 派遣先

ﾃﾞｰﾀｰﾍﾞｰｽ業 動物管理・実験 機器分析 製薬会社

遺伝子解析業 機器分析 コンピューター 研究所

ﾃﾞｰﾀｰ管理・分析 受託会社

CRC（治験ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ） ﾃﾞｰﾀｰ管理・分析 製薬会社

SMC（治験施設支援機関） 研究所

CRO(開発業務受託機関） 受託会社

ﾗｲｾﾝｽﾎﾙﾀﾞｰ 製造要員派遣 製薬工場

製造受託 受託会社

研究

開発

生産

中期的には、「研究」「開発」「生産」分野にて、専門性の高いスタッフの
提供を目指す。

医薬事業に特化した
子会社の中期的展開
医薬事業に特化した医薬事業に特化した
子会社の中期的展開子会社の中期的展開下期グループ戦略について下期グループ戦略について下期グループ戦略について

研　究研　究

専門性の高いスタッフ確保のため、専門的な教育機能を整え、スタッフを育
成し、事業を推進。

開　発開　発 生　産生　産

基　礎　教　育基　礎　教　育

専　門　教　育専　門　教　育専門教育専門教育

専門教育専門教育 専門教育専門教育 専門教育専門教育
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■臨床開発関連
実験補助／実験器具の洗浄／動物の世話／GLPに関わる補助など

■製造関連
GMP（工場関連）／製造技術者／QC（品質管理）・QA（品質保証）など

■臨床開発関連
実験補助／実験器具の洗浄／動物の世話／GLPに関わる補助など

■製造関連
GMP（工場関連）／製造技術者／QC（品質管理）・QA（品質保証）など

具体的な業務内容

マ ー ケ ッ ト ・ ニ ー ズマ ー ケ ッ ト ・ ニ ー ズ

研究者の付帯業務研究者の付帯業務

設立段階では、切り口としてニーズの高い「研究者の付帯業務への派遣」と
「ジェネリック薬品製造派遣」にフォーカスし、事業をスタート。

下期グループ戦略について下期グループ戦略について下期グループ戦略について
医薬事業に特化した
子会社設立に向けて
医薬事業に特化した医薬事業に特化した
子会社設立に向けて子会社設立に向けて

・研究者の研究開発には、コストロス
　が発生する雑務が多い

・研究者の研究開発には、コストロス
　が発生する雑務が多い

ジェネリック薬品製造ジェネリック薬品製造

・品質とコストを同時に求める
　ニーズが高い

・品質とコストを同時に求める
　ニーズが高い
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当社経営資源（製造
スタッフ）の有効活用
当社経営資源（製造当社経営資源（製造
スタッフ）の有効活用スタッフ）の有効活用技術者の確保について（1）　技術者の確保について（技術者の確保について（11）　）　

自動車分野に
特化した

技術力のある子会社

自動車分野に
特化した

技術力のある子会社

医薬分野に
特化した

技術力のある子会社

医薬分野に
特化した

技術力のある子会社

XX分野に
特化した

技術力のある子会社

XX分野に
特化した

技術力のある子会社

YY分野に
特化した

技術力のある子会社

YY分野に
特化した

技術力のある子会社

（株）アウトソーシング

当社経営資源（製造スタッフ：約6,500名）

（株）アウトソーシング（株）アウトソーシング

当社経営資源（製造スタッフ：約6,500名）

技 術 者 ま た は 技 術 者 の 卵 を 選 抜技 術 者 ま た は 技 術 者 の 卵 を 選 抜

準備中

㈱アウトソーシングの製造スタッフの中から、専門性の高い子会社に適した人材
を選抜。
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技術者の確保について（2）　技術者の確保について（技術者の確保について（22）　）　

「自社サイトの立ち上げ」「自社媒体の発行」により、採用人数を月間約500名から
800名（転籍を除く）へ拡大。

拡大するスタッフの中より、技術系戦略子会社群に選抜する資格・スキルを有した人
材が数多く登場。

【求人サイト・トップページイメージ】
【求人サイト・トップページイメージ】 【自社求人誌・イメージ】

【自社求人誌・イメージ】

〈求人サイトの主な特徴〉

・ 仕事検索機能を充実させ、携帯電話やパソコン
にて、簡易に旬な仕事情報を入手可能。

・ 今すぐ働く意思が無い場合、仮登録が可能。　
そのため、現在、自分に適した仕事案件が無い
場合、適した案件が発生した時点で自動的に　
本人に情報を提供。

・ 毎回、登録しなくても、ある程度本人の志向・　
属性の解析にて、簡易応募が可能。

・ 新着案件、急募案件を自動的に配信。

・ アクセス・応募・離脱につきプロセスの解析が　
可能。効果的な媒体選定と投資金額を決定する
データ解析が可能。

〈求人サイトの主な特徴〉

・ 仕事検索機能を充実させ、携帯電話やパソコン
にて、簡易に旬な仕事情報を入手可能。

・ 今すぐ働く意思が無い場合、仮登録が可能。　
そのため、現在、自分に適した仕事案件が無い
場合、適した案件が発生した時点で自動的に　
本人に情報を提供。

・ 毎回、登録しなくても、ある程度本人の志向・　
属性の解析にて、簡易応募が可能。

・ 新着案件、急募案件を自動的に配信。

・ アクセス・応募・離脱につきプロセスの解析が　
可能。効果的な媒体選定と投資金額を決定する
データ解析が可能。

採用戦略強化によ
る採用人数の拡大　
採用戦略強化によ採用戦略強化によ
る採用人数の拡大る採用人数の拡大　　



20062006年年1212月期中間期・通期月期中間期・通期
業績修正（連結・個別）について業績修正（連結・個別）について
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67

-34

-133

145

22

-170

2006年１２月期中間期
連結業績修正の概要
20062006年年１２月期中間期１２月期中間期
連結連結業績修正の業績修正の概要概要

売　　上　　高 経常利益 当期純利益

　連　　結
（単位：百万円）
（単位：百万円）

05/12中間 06/12中間【計画） 06/12中間【実績） 06/12中間【計画）06/12中間【計画）05/12中間

8,627

10,130

9,715

05/12中間 06/12中間（計画） 06/12中間（実績）

連結 計画比 前期比

売上高 8,627 100.0% 10,130 100.0% 9,687 100.0% 95.6% 112.3%

経常利益 145 1.7% 22 0.2% -170 -1.8% -772.7% -

当期純利益 67 0.8% -34 -0.3% -133 -1.4% 391.2% -

05/12中間 06/12中間(計画) 06/12中間(実績)
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71

-11

-47

152

15

-86

2006年１２月期中間期
個別業績修正の概要
20062006年年１２月期中間期１２月期中間期
個別個別業績修正の業績修正の概要概要

　個　　別

売　　上　　高 経常利益 当期純利益

（単位：百万円）
（単位：百万円）

05/12中間 06/12中間【計画） 06/12中間【実績） 05/12中間 06/12中間【計画） 06/12中間【実績）

8,627

9,590

9,091

05/12中間 06/12中間（計画） 06/12中間（実績）

個別 計画比 前期比

売上高 8,627 100.0% 9,590 100.0% 9,091 100.0% 94.8% 105.4%

経常利益 152 1.8% 15 0.2% -86 -0.9% -573.3% -

当期純利益 71 0.8% -11 -0.1% -47 -0.5% 427.3% -

05/12中間 06/12中間(計画) 06/12中間(実績)
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2006年１２月期通期
連結業績修正の概要
20062006年年１２月期通期１２月期通期
連結連結業績修正の業績修正の概要概要

　連　　結

売　　上　　高 経常利益 当期純利益

（単位：百万円）

17,881

21,600 21,700

05/12通期 06/12通期（計画） 06/12通期（修正）

103

410

110

05/12通期 06/12通期（計画） 06/12通期（修正）

34

201

22

05/12通期 06/12通期（計画） 06/12通期（修正）

連結 計画比 前期比

売上高 17,881 100.0% 21,600 100.0% 21,700 100.0% 100.5% 121.4%

経常利益 103 0.6% 410 1.9% 110 0.5% 26.8% 106.8%

当期純利益 34 0.2% 201 0.9% 22 0.2% 10.9% 64.7%

05/12通期 06/12通期(計画) 06/12通期(修正)
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個別 計画比 前期比

売上高 17,847 100.0% 20,100 100.0% 19,000 100.0% 94.5% 106.5%

経常利益 118 0.7% 400 2.0% 170 0.9% 42.5% 144.1%

当期純利益 42 0.2% 196 1.0% 89 0.5% 45.4% 211.9%

05/12通期 06/12通期(計画) 06/12通期(修正)

2006年中間期通期
個別業績修正の概要
20062006年中間期通期年中間期通期
個別業績個別業績修正の修正の概要概要

　個　　別

売　　上　　高 経常利益 当期純利益

（単位：百万円）

17,847

20,100

19,000

05/12通期 06/12通期（計画） 06/12通期（修正）

118

400

170

05/12通期 06/12通期（計画） 06/12通期（修正）

42

196

89

05/12通期 06/12通期（計画） 06/12通期（修正）



参考資料参考資料
((プロフィット・シェアリング・モデルに関する説明プロフィット・シェアリング・モデルに関する説明))
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プロフィット･シェアリング・モデルのコンセプトプロフィット･シェアリング・モデルのコンセプトプロフィット･シェアリング・モデルのコンセプト

発展コンセプト発展コンセプト：双方の保有する経営資源を融合し、改善活動を実行することで、
　　　　　　　　　　顧客メーカーとプロフィットをシェアするモデル

　　　　　　　　（（““WinWin--WinWin””のプロフィット・シェアリング・モデルのプロフィット・シェアリング・モデル））

　当社　　　　　：　作業標準化の実施、雇用技術による雇用リスク分散etc.　　　　
　　 顧客メーカー ：　技術力、生産管理ノウハウの指導etc.

顧客メーカーと利害関係が一致する真のアウトソーシングパートナーとしての関係構築を推進

基本コンセプト基本コンセプト：：作業標準化に取り組み、メーカー間の横の移動を可能にする作業標準化に取り組み、メーカー間の横の移動を可能にする

　　　　　　　　　　ＰＥＯ型アウトソーシングモデルの強化　　　　　　　　　　ＰＥＯ型アウトソーシングモデルの強化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒　　⇒メーカーの生産変動に貢献メーカーの生産変動に貢献

　　　　　　　　　（コスト削減を目的とした固定費の変動費化ニーズに対応）　　　　　　　　　（コスト削減を目的とした固定費の変動費化ニーズに対応）

下期についても、シェア率向上（利益率の高い受注獲得）を実現する為、プロフィット・
シェアリング・モデルに基づく受注獲得により、一括受注を継続推進
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競合する市場における他社の動向　競合する市場における他社の動向　競合する市場における他社の動向　

年率10％強の成長市場年率10％強の成長市場

他社（派遣型ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ業者）が進出を目指す市場
＝市場の拡大部分のみ（約2兆5千億円×10％強＝約2500億円）

他社（派遣型ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ業者）が進出を目指す市場他社（派遣型ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ業者）が進出を目指す市場
＝市場の拡大部分のみ（約＝市場の拡大部分のみ（約22兆兆55千億円×千億円×1010％強＝約％強＝約25002500億円）億円）

成長市場を奪い合い
成長市場を奪い合い

　　　　
生産請負（派遣型アウトソーシング）市場生産請負（派遣型アウトソーシング）市場

約約22兆兆55千億円千億円
参入企業数　約参入企業数　約7,0007,000社社

［既存市場］
［既存市場］

［成長市場］
［成長市場］

参入企業数　約参入企業数　約7,0007,000社社

一般的派遣型ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ業者は、競合する他社と比較して優位性・差別性がないため、
「人材獲得競争」「価格ダンピング競争」に陥り、「下請け的扱い」のままに拡大する市場　
部分（約2千5百億円）のみを奪い合うだけの状況
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当社の市場優位性を持ったモデル展開当社の市場優位性を持ったモデル展開当社の市場優位性を持ったモデル展開

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ･ｼｪｱﾘﾝｸﾞ･ﾓﾃﾞﾙによる当社が進出していく市場
＝既存市場（約2兆5千億円）+市場の拡大部分（約2兆5千億円×10％強）

＝約2兆7500億円

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ･ｼｪｱﾘﾝｸﾞ･ﾓﾃﾞﾙによる当社が進出していく市場ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄ･ｼｪｱﾘﾝｸﾞ･ﾓﾃﾞﾙによる当社が進出していく市場

＝既存市場（約＝既存市場（約22兆兆55千億円）千億円）++市場の拡大部分（約市場の拡大部分（約22兆兆55千億円×千億円×1010％強）％強）
＝約＝約22兆兆75007500億円億円

既存市場と成長市場
双方から顧客獲得

既存市場と成長市場
双方から顧客獲得

　　　　
生産請負（派遣型アウトソーシング）市場生産請負（派遣型アウトソーシング）市場

約約22兆兆55千億円千億円
参入企業数　約参入企業数　約7,0007,000社社

［既存市場］
［既存市場］

［成長市場］
［成長市場］

当社は、同業他社にない「プロフィット・シェアリング・モデル」によって、「人材獲得競争」
「価格ダンピング競争」に巻き込まれず、「メーカーとの真のパートナーシップ」を構築しながら、
既存市場（2兆5千億円）､及び今後拡大していく市場（2千5百億円）双方に進出
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プロフィット・シェアリング・モデルの効果（１）プロフィット・シェアリング・モデルの効果（１）プロフィット・シェアリング・モデルの効果（１）

導 入 実 績 　

導入前導入前 問題点の明確化問題点の明確化

生産効率の
向上が至上
命題である
が、要因と対
処方法が明ら
かでない状況
にある。

生産工程の標準化、工程改善
設備の最適運用方法の検討

スタッフのモチベーション向上施策を実施
　・賃金制度の見直し
　・人事制度の見直し
　　

●生産性の向上のための、生産
設備と製造工程の見直し。

●作業（成果）管理の為の指標の
　　算定。

●スタッフの賃金が年功的な時間給で
あるため、成果が給与に反映されて
いない。

●スタッフのモチベーションの維持が
　　困難。

お客様の社員
と当社スタッフ
にてプロジェクト
体制を構築。

導入後導入後パートナーシップパートナーシップ

お客様の経営資源
お客様の経営資源 当社の経営資源

当社の経営資源

プロフィット・シェアリング・モデルは、既に、光学関連機器製造企業、医薬機器製造企業、
半導体製造企業にて稼動中。また、高い評価を頂き、他メーカーでも展開中。

一括請負化の効果にて売上高が3.4倍に拡大。
生産性の向上によるプロフィット・シェアにて、
粗利益率は、17.9％から23.5％へ向上。

一括請負化の効果にて売上高が3.4倍に拡大。
生産性の向上によるプロフィット・シェアにて、
粗利益率は、17.9％から23.5％へ向上。

導入効果導入効果



23

プロフィット・シェアリング・モデルの効果（２）プロフィット・シェアリング・モデルの効果（２）プロフィット・シェアリング・モデルの効果（２）

プロフィット・シェアリング・モデルの評価の高まりに伴い、順調にシェアアップに　
よる売上伸長を達成。

当中間期にて合計680名の一括請負化を実現。

2社
168人

2社
140人

9社
172人

7社
70人

5社
121人

3社
9人

680人

200人
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参考資料参考資料
（業績に関する補足データ）（業績に関する補足データ）
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四半期別連結売上及び売上原価率の推移四半期別連結売上及び売上原価率の推移四半期別連結売上及び売上原価率の推移

「プロフィット・シェアリング・モデル」が評価され、シェアアップにより、売上高は
引き続き増収基調を維持。

売上原価率は、解約案件の一過性費用発生にて一時的に悪化するも下期は回復の見通し。

84.3%84.4%

85.5%

83.0%

85.1%

83.6%

84.5%

83.7%

83.4%

83.4%

84.2%

84.9%

82.9%

85.6%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

第1四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（百万円）

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8

9

売上高（2003年） 売上高（2004年） 売上高（2005年） 売上高（2006年）

売上原価率（2003年） 売上原価率（2004年） 売上原価率（2005年） 売上原価率（2006年）

第1四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 第1四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

売上高（2003年） 3,086 3,256 3,519 3,807 売上高（2005年） 4,274 4,353 4,525 4,728

売上原価率（2003年） 83.6% 85.1% 84.3% 83.0% 売上原価率（2005年） 85.6% 82.9% 84.9% 84.2%

売上高（2004年） 3,799 3,931 4,314 4,503 売上高（2006年） 4,696 4,990 - -

売上原価率（2004年） 83.4% 83.4% 83.7% 84.5% 売上原価率（2006年） 84.4% 85.5% - -
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四半期別
連結販管費及び連結営業利益の推移
四半期別四半期別
連結販管費及び連結営業利益の推移連結販管費及び連結営業利益の推移

販管費率は、間接経費の削減及び募集費の効率化にて前四半期と比べ、1.7ポイントの　
大幅低下。

販管費率に低下により、営業利益率が0.5ポイントの改善。

16.0%

17.7%

14.2%13.9%

11.5%

13.6%12.7%12.4%12.5%12.3%
13.1%

14.0%

16.9%

15.1%

-1.5%
-2.0%

0.0%

2.9%

0.4%

4.0%
2.7%

3.8%4.2%4.5%
3.3%

2.3% 1.8%

-1.1%

-100

900

1,900

2,900

3,900

4,900

5,900
（百万円） 売上原価 販管費 営業利益 販管費率 営業利益率

営業利益 72 59 117 170 158 149 116 179 19 125 0 -50 -96 -74

販管費 432 425 433 475 470 500 586 516 595 619 682 797 830 799 

売上原価 2,581 2,772 2,968 3,161 3,170 3,280 3,610 3,807 3,659 3,607 3,842 3,981 3,963 4,265 

営業利益率 2.3% 1.8% 3.3% 4.5% 4.2% 3.8% 2.7% 4.0% 0.4% 2.9% 0.0% -1.1% -2.0% -1.5%

販管費率 14.0% 13.1% 12.3% 12.5% 12.4% 12.7% 13.6% 11.5% 13.9% 14.2% 15.1% 16.9% 17.7% 16.0%

03/3 03/6 03/9 03/12 04/3 04/6 04/9 04/12 05/3 05/6 05/9 05/12 06/03 06/06
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月次一人当たり採用コストの推移月次一人当たり採用コストの推移月次一人当たり採用コストの推移

採用人数は、一括請負案件の獲得による人員増も寄与し、前期のピーク水準を維持し
つつ、採用単価は、採用効率の向上により3万円台まで低下。
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2003年採用人数（人） 2004年採用人数（人） 2005年採用人数（人）

2006年採用人数+転籍人数（人） 2003年採用単価（円） 2004年採用単価（円）

2005年採用単価（円） 2006年採用単価（円）（転籍含む）

2003年採用人数（人） 373 372 465 623 358 487 556 522 559 668 622 414

2004年採用人数（人） 396 431 511 499 510 706 752 744 579 581 454 375

2005年採用人数（人） 396 476 556 558 477 629 622 446 632 523 594 356

2006年採用人数+転籍人数（人） 478 543 525 629 588 630

2003年採用単価（円） 47,826 45,714 45,876 30,457 38,785 36,286 29,771 30,239 33,001 35,864 44,445 52,678

2004年採用単価（円） 51,367 52,498 49,174 46,118 45,545 51,878 58,199 53,370 49,226 36,644 46,756 18,933

2005年採用単価（円） 46,511 44,333 45,518 58,054 61,163 60,246 56,180 73,906 73,404 91,198 79,354 52,576

2006年採用単価（円）（転籍含む） 60,278 45,193 49,917 41,316 39,008 33,363

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
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38,099千円 37,850千円

27,747千円 28,828千円

22,984千円
25,987千円

22,937千円
21,019千円

前期３Ｑ 前期４Ｑ 06/1 06/2 06/3 06/4 06/5 06/6

月平均月平均

567人

491人
469人

422人
455人 457人 448人

462人

67,234円

77,087円

61,434円

51,198円
45,495円

55,530円
57,597円58,151円

一人当たり採用コスト
（除く転籍）

採用人数
（除く転籍）

一般募集採用での効率化実績　一般募集採用での効率化実績一般募集採用での効率化実績　　

月
間
募
集
費
の
推
移

当中間期は、募集費の効率化に努め、採用コストについては、4万円台まで低下。

効率化の推進により、効率的な募集方法につきノウハウを蓄積。

下期は、効率を維持しながら募集費を増加させ、採用人数を拡大（月間800人・転
籍除く）する計画。
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四半期別外勤社員・派遣社員数の推移四半期別外勤社員・派遣社員数の推移四半期別外勤社員・派遣社員数の推移

※外勤社員：　請負社員、常用雇用の派遣社員　　派遣社員：　登録された派遣社員のうち稼動している社員
※外勤社員：　請負社員、常用雇用の派遣社員　　派遣社員：　登録された派遣社員のうち稼動している社員

外勤社員数及び派遣社員数は、順調に増加中。
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外勤社員数 派遣社員数

派遣社員数 468 742 831 894 1,113 1,402 1,968

外勤社員数 1,809 2,478 2,351 3,890 4,821 5,355 5,175 5,177 5,218 5,096 4,864 4,992

99/12 00/12 01/12 02/12 03/12 04/12 05/3 05/6 05/9 05/12 06/3 06/6
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お問い合わせ先お問い合わせ先お問い合わせ先

この資料には、当社の計画や業績予想が含まれていますが、それらの
計画や予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が計画、予
想したものです。従いまして、実際の業績などは、今後、様々な要因
によって計画、予想数値と異なる結果となる可能性があります。

TEL:054-281-4888　FAX:054-654-3101

E-Mail:os-ir@outsourcing.co.jp
URL:http://www.outsourcing.co.jp


